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『令和５年度 奈良県観光データ「見える化」推進事業』 

業務委託 公募型プロポーザル 募集要項 

 

１．目的 

『令和５年度 奈良県観光データ「見える化」推進事業』受託事業者の選定について、効率的で効果の 

高い事業が実施できるようプロポーザル方式により企画提案の公募を行う。 

 

２．業務概要 

（１）名称 

   令和５年度 奈良県観光データ「見える化」推進事業 

（２）業務の目的 

    コロナ禍で変容した旅行ニーズを適切に把握し、デジタル技術を活用した地域の魅力向上、来 

   訪者の快適性向上、これらの効果的なプロモーション展開等を通じて、県内観光においてデータ 

   を活用した効果的な観光振興と機運の醸成を図ることを目的とする。 

その一環として、来訪者や地域の観光関連事業者・団体のニーズを基に、データ活用に関する 

   観光人材育成及び体制の構築を目指す。当事業では、事業目的を達成するため観光実態（デー 

タ）の｢見える化｣、データ等を活用したモデルプロジェクトの伴走支援や観光関連事業者・団体 

向けのデータ活用勉強会、これらの報告会を実施する。 

（３）委託事業の内容 

   ①観光実態（データ）の｢見える化｣ 

②モデルプロジェクトの選定と伴走支援 

③データ活用勉強会の開催 

④次年度以降の観光ＤＸにかかる実効性ある取組の提案 

⑤事業報告会の実施 

⑥総合アドバイザーの選定と連携 

   ※詳細は、別紙『令和５年度 奈良県観光データ｢見える化｣推進事業業務委託仕様書』（以下「仕 

様書」という。）に示すところによる。 

（４）業務委託の期間 

   契約締結日から令和６年３月２２日（金）まで 

（５）委託上限金額 

   ３５，０００，０００円（消費税及び地方消費税の額(10％)を含む）を限度とする。 

（６）契約方法 

随意契約（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号） 

奈良県が企画提案を公募し、その内容を審査した結果、最優秀提案者を随意契約相手方の候補者   

とする。（公募型プロポーザル方式） 

 

３ 参加資格等 

次に掲げる要件のすべてに該当する者とする。（グループで応募する場合は構成員すべてが該当す

ること。ただし（３）については構成員の代表者が該当すること。） 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

（２）奈良県物品購入等の契約に係る入札参加停止等措置要領による入札参加停止の期間中でない者であ    

ること。 

（３）この公告に係る契約締結年度を除き、過去５年間に国、地方公共団体又は観光庁により登録された観 

光地域づくり法人（登録ＤＭＯ）と、観光や地域創生に係る「コンサルタント業務」「データを利活 

用した調査・研究業務」のいずれかの業務を受託し、これを誠実に履行した者であること。 
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（４）県税を滞納していない者。 

（５）消費税及び地方消費税を滞納していない者。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申立てをしていない 

者又は申立てをなされていない者であること。（更生手続開始の決定を受けた者を除く） 

（７）平成１２年３月３１日以前に民事再生法（平成１１年法律第２２５号）附則第２条の規定による廃止 

前の和議法（大正１１年法律第７２号）第１２条第１項の規定による和議開始の申立てをしていない 

者であること。 

（８）平成１２年４月１日以後に民事再生法第２１条に規定する再生手続開始の申立てをしていない者又は 

申立てをなされていない者であること。（再生計画の認可の決定を受けた者を除く） 

（９）複数の法人等でグループを構成して応募する場合は、構成員は他のグループの構成員になること、又 

は単独で応募することはできない。 

（10）複数の法人等でグループを構成する場合は次の事項に留意すること。 

①代表団体を選出し、県との折衝については代表団体が行うこと。 

②応募については、１応募団体につき１提案に限る。 

 

４ 参加方法 

  本プロポーザルへの参加を希望する場合、所定の参加申込書及び企画提案書等を期限までに提出す 

ること。 

 

５ 公募型プロポーザル募集要項等の交付場所、交付期間等 

（１）交付期間 

  令和５年９月１１日（月）から１０月４日（水）まで 

  各日とも午前９時から午後４時３０分まで （土曜日、日曜日、祝日を除く。）  

（２）交付場所 

〒630-8501  奈良市登大路町３０番地 奈良県庁本庁舎４階 

奈良県 観光局 ならの観光力向上課 観光戦略・宿泊力向上係 

※募集要項等は、「奈良県観光局ならの観光力向上課ホームページ」で公開する。 

（ホームページ URL  https://www.pref.nara.jp/3534.htm ） 

※郵送による配布は行わない。 

※本件に係る説明会は実施しない。 

（３）交付資料 

 ・募集要項 

 ・業務委託仕様書 

 ・提出様式（様式１～様式１４、様式１５～１７（グループで応募する場合））及び質問票（様式

１８） 

【グループで応募する場合】 

・グループには適切な名称を付け、その名称で応募すること。ただし、参加申込書（様式１）の記   

名押印等については、構成員全員が行うこと。 

・事業者概要書（様式２）については、構成員それぞれについて提出すること。 

・グループ構成員届出書（様式１５）、グループ協定書（様式１６）、グループ委任状（様式１７） 

を提出すること。 

 

６ 参加申込書の提出 

 公募型プロポーザル参加希望者は、次の書類を期限までに提出すること。 
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提出書類 

 

① 参加申込書【様式１】 

② 事業者概要書【様式２】 

③ 同種業務の実施実績【様式３】 

※業務の実績については、この公告に係る契約締結年度を除き、過去５年間に国 

、地方公共団体又は観光庁により登録された観光地域づくり法人（登録ＤＭＯ）

と、観光や地域創生に係る「コンサルタント業務」「データを利活用した調査・

研究業務」のいずれかの業務を受託した契約実績を具体的に記載すること。 

※実績を証明できる書類（契約書等）の写しを添付すること。 

 ※業務案内（リーフレット等）を添付すること。 

提出部数  １部 

提出期限  令和５年９月２８日（木）午後４時３０分（必着） 

提出方法 

 

持参又は郵送による。 

持参の場合の受付は各日とも午前９時から午後４時３０分までとする。（土曜日、

日曜日、祝日を除く。） 

郵送の場合は必ず電話にて送付した旨を連絡すること。 

提出場所 

 

 

奈良県 観光局 ならの観光力向上課 観光戦略・宿泊力向上係 

住  所：〒630-8501  奈良市登大路町３０番地 

電  話：0742-27-8435  ＦＡＸ：0742-27-1065 

その他 

 

 

 提出書類に虚偽の記載が判明した場合は、参加資格を取り消す。 

書類の作成にあたって、使用する言語は日本語（情報通信技術として一般的に用

いられる用語を除く。）とし、通貨は日本国通貨に限る。 

 

７ 質疑及び回答 

質問方法  質問がある場合は、【様式１８】によりFAXで下記担当課へ送付すること。 

※口頭又は電話での問合せは受け付けない。 

 ※質問事項は、様式１枚につき１問とし、簡潔に記載すること。 

提出先 奈良県 観光局 ならの観光力向上課 観光戦略・宿泊力向上係 

 ＦＡＸ：0742-27-1065 

質問票提出期限  令和５年９月２５日（月）午後４時３０分（必着） 

質問への 

回答 

 

 

 質問に対する回答は、競争上の地位その他正当な利害を妨げるおそれのあるも

のを除き、「奈良県観光局ならの観光力向上課ホームページ」上にて公開する。 

（ホームページURL  https://www.pref.nara.jp/3534.htm ） 

この場合、当該回答内容は仕様書の追加又は修正とみなす。 

 なお、質問に対しては個別には回答しないものとする。ただし、質問又は回答

の内容が、質問者の具体の提案内容に密接に関わるものについては、質問者に

対してのみ回答する。 

 

８ 企画提案書等の提出 

（１）提出書類 

  以下の書類を、Ａ４片面（必要に応じＡ３折り込みも可）で提出すること。全２０枚を限度とする

こと。（グループで応募する場合は様式１５～１７を除く限度とする。） 

  なお、様式３の実績を証明できる書類は限度枚数に含めない。 

 ・【様式４】企画提案書 

 ・【様式５】配置要員経歴（総括責任者用） 

 ・【様式６】配置要員経歴（担当者用） 

 ・【様式７】業務のスケジュール及び個人情報保護等情報管理体制 
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 ・【様式８】観光実態（データ）の「見える化」に関する提案 

 ・【様式９】モデルプロジェクトの選定と伴走支援に関する提案 

・【様式１０】データ活用勉強会の開催に関する提案 

・【様式１１】事業報告会の実施に関する提案 

 ・【様式１２】総合アドバイザーの選定と連携に関する提案 

・【様式１３】奈良県の観光が抱える課題とその解決案に対する考察 

・【様式１４】見積書 

 内訳がわかるようにし、金額は消費税込みの金額を記入すること。 

 

 （グループで応募する場合） 

 ・【様式１５】グループ構成員届出書 

 ・【様式１６】グループ協定書 

 ・【様式１７】グループ委任状 

 

（２）提出部数 

   正本１部、副本６部 

   副本には、審査の過程で提案者を特定しうる情報（社名や一般的に広く認知されている提案者が   

提供するサービス名等）の記載は避けること。 

（３）提出期限 

   令和５年１０月４日（水）午後４時３０分（必着） 

（４）提出方法 

持参又は郵送による。 

持参の場合の受付は各日とも午前９時から午後４時３０分までとする。（土曜日、日曜日、祝日を  

除く。） 

郵送の場合は必ず電話にて送付した旨を連絡すること。郵送の場合は、配達記録が確認できる方法  

により、期限までに必着すること。期限までに提出しなかったときは失格とする。郵便事故等によ  

り提出書類が期限内に提出場所に到達しなかったことによる異議を申し立てることはできない。 

（５）提出場所 

  〒630-8501  奈良市登大路町３０番地 奈良県庁本庁舎４階 

奈良県 観光局 ならの観光力向上課 観光戦略・宿泊力向上係   

  電  話：0742-27-8435  ＦＡＸ：0742-27-1065 

（６）書類作成上の留意点 

 【様式８関係】 

・当事業の目的である「データ活用に関する人材育成及び体制構築」を念頭に、観光関連事業者・団 

体にとって有用な情報とは何か、理由を添えて具体的に提案すること。 

 ・上記、観光関連事業者・団体にとって有用な情報について、それらの情報を構成するデータとして、 

  どのようなデータを活用予定か、理由及びそれらのデータの取得方法を添えて具体的に提案するこ  

と。 

【様式９関係】 

・モデルプロジェクトの公募を行うにあたって、選定の際に重視する点を、理由を添えて具体的に提

案すること。 

・架空のモデルプロジェクト一例を設定し、そのプロジェクトの抱える課題を明示した上で、どのよ

うな手法でそれらの課題を解決していくか、具体的な想定案を提案すること。なお、解決手法とし

ては、当事業の目的である「データ活用に関する人材育成及び体制構築」を鑑みて、従前の手法で

は解決できなかった課題が「データを活用する」ことで、いかに課題解決に繋がるかを、明確にす

ること。 
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【様式１０関係】 

・県内の観光関連事業者等に対し、データ活用の重要性や活用方法の理解を促進させることにより、

データ活用人材の育成を図るという目的を鑑み、開催する３回の勉強会において、各回、どのよう

な対象者に向けて、どのような内容を編成するか、テーマや講師、内容の工夫や実施方法、運営方

法に関する工夫について、具体的な内容案を提示すること。 

【様式１１関係】 

・本事業の業務で得られた成果等を県内関係者に共有し、県内におけるデータ活用推進に向けた機運

醸成を図るという目的を鑑み、本報告会において、どのような対象者に向けて、どのような内容を

編成するか、テーマや講師・登壇者、内容の工夫や実施方法、運営方法に関する工夫について、具

体的な内容案を提示すること。 

【様式１２関係】 

・総合アドバイザーの選定について、その経歴や資格、以下の実績等を明示した上で、どのような総

合アドバイザーを選定するか、理由を添えて具体的な候補者案を提案すること。 

①  奈良県における観光振興に関する知見があること 

・奈良県観光業界との関わり 

②  地域資源を活用した観光開発及びデータを活用した観光事業の実務経験等を有すること 

・観光開発や観光事業を行った場所・時期・内容、成果を 2 例以上 

・総合アドバイザーが当事業で担う役割について想定する業務を整理して提案すること。 

【様式１３関係】 

・奈良県の観光が抱える課題とその解決案について、奈良県観光総合戦略の内容を参考にしつつ、奈

良県観光が有する特色や、他府県と比較した奈良県の強み・弱みを把握した上で、奈良県の観光が

抱える課題を一例挙げ、それに対する解決案を「データ活用・デジタル活用」の視点から提示する

こと。 

・記載に際しては、国の観光方針やインバウンドを見据えた各国の観光動態といった一般論とともに、

アフターコロナで変容する今後の観光業界の展望も踏まえて、課題を具体的に明示し、それに対す

る考察も踏まえて解決案を提示すること。 

【様式１４関係】 

・見積もりに当たっては、各業務の内訳が分かるようにし、金額は消費税及び地方消費税込みの金額

を記入すること。消費税及び地方消費税率は 10％とする。 

・委託上限額３５，０００，０００円を超えないこと。 

（７）その他 

 ・企画提案の内容は、見積金額の範囲内で提案者が実現できる内容を記載すること。 

 ・提案は、各応募者１案とする。 

 ・文字の標準サイズは、１０pt とする。最高サイズは特に指定しないが、最低サイズは８pt までとす

る。ただし、図表中等やむを得ない部分はこの限りではない。書体は任意とする。 

・様式７～１４の企画提案書については、提案者が様式を任意で作成（A４片面（必要に応じ A３折

り込みも可）、縦横ともに可）して構わないが、必ず様式番号を提案書上に記載すること。 

・書類の作成にあたって、使用する言語は日本語（情報通信技術として一般的に用いられる用語を除

く。）とし、通貨は日本国通貨に限る。 

・参加等企画提案に要する一切の費用は、選考結果にかかわらず、応募者の負担とする。 

・提出された企画提案書は返却しない。 

・企画提案書の再提出は、提出期限内に限り認める。ただし、部分的な差し替えは認めない。 

・提出されたすべての書類は、奈良県情報公開条例に基づき、情報公開の対象文書（個人情報等は非

公開）となるが、提出者に無断で公開にしない。 

・提出書類に虚偽の記載をした場合は、企画提案参加資格を取り消す。 
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９ 企画提案書の審査 

審査方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 提出された企画提案書等について、県が別途設置する審査員会において企画提案書に

よるプレゼンテーション審査を実施し、最優秀案を１者選定する。 

① 審査予定日：別に通知する日時（令和５年１０月上旬頃を予定） 

② 場所：奈良市内の会議室で、別に通知する場所 

③ 時間：１提案者あたりの説明時間は３５分を予定し、内訳は次のとおりとする。 

      プレゼンテーション：２０分 

           質疑応答：１５分 

④ 出席者：審査会場の入室は３名までとし、主たる説明者は、当該業務を実施する

際の総括責任予定者とする。 

⑤ その他： 

・プレゼンテーションの内容は、提出した提案書の内容とする（追加提案の説明や

追加資料の提出は認めない。） 

・天災又はやむを得ない事情を除き、プレゼンテーション審査会当日の指定日時ま

でに会場に到着できなかった場合には、失格となる。 

・新型コロナウイルス感染症の拡大状況によっては、当該プレゼンテーション審査

をオンラインで開催することもあり得る。その場合は、別途企画提案者へ通知を

行う。 

   ※その際のプレゼンテーションに係る通信費その他費用は企画提案者の負担とす

る。 

  ・なお、提案者多数の場合は、プレゼンテーション審査に先立ち書類選考を行う場 

合がある。 

審査内容 

 

 

 

 

 

 提出された企画提案書について、次の観点から総合評価し、事業者を選定する。 

 なお、評点の配分は別記の審査基準のとおりとし、合計点数の最も高い事業者を選定

する。 

・各審査員による合計点が、満点の６割以上の者のうち最も高い点を獲得した者を契

約候補者として選定する。 

なお、提案者が１者の場合は、各審査員による合計点が、満点の６割以上で、かつ

審査員の合議により認められた者を契約候補者として選定する。 

審査結果 

 

 決定した受託予定者の名称は、企画提案書提出者全員に対し、文書により通知する。

ただし、個別の審査結果については公表しない。 

失格事項 

 

 

 

 

 

 

 

 提案者が次に掲げる場合に該当するときは、失格とする。 

・３に示した参加資格要件が備わっていないとき。 

・参加資格確認資料又は企画提案書に虚偽又は不正があったとき。 

・提出された企画提案書等が様式及び記載上の注意事項に示された内容に適合せず、そ

の補正に応じないとき。 

・一以上の評価項目についての記載がなかったとき。 

・委託上限額を超える見積書が提出されたとき。 

・プレゼンテーションに不参加のとき。 

・その他不正な行為があったとき。 

 

10 業務委託契約の締結について 

（１）上記９により選定された者は、速やかに県と本業務に係る契約を行うこと。選定された者が正当

な理由なく遅延した場合は選定を取り消すことがある。 

（２）委託契約に当たっては、契約保証金の納付（契約金額の 10％以上）が必要となる。ただし、奈良

県契約規則第１９条第１項各号に該当する場合はこれを免除することができる。 
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（３）契約額は、企画提案書に記載された見積額がそのまま採用されるのではなく、最優秀提案者との

協議により業務仕様書を確定した後に決定する。なお、この協議が不調に終わった場合には、審

査において次点となった事業者と同様の手続を行うこととする。ただし、次点となった事業者が

企画提案書の審査において各審査員による合計点が、満点の６割以上であった場合に限る。 

（４）その他の定めのない事項については、地方自治法、同法施行令及びその他関係法令並びに奈良県

個人情報保護条例、奈良県会計規則及びその他の奈良県が制定する関係条例・規則等に従うもの

とする。 

 

11 契約の不締結 

契約候補者が契約の締結までに以下の要件のいずれかに該当すると認められるときは、契約候補者

と契約を締結しないものとする。 

（１）役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業所の代表者、その他

の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者、個人にあってはその者及び支配人並び

に支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規

定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められるとき。 

（２）暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質

的に関与していると認められるとき。 

（３）役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損害を加える目的をも

って、暴力団又は暴力団員を利用していると認められるとき。 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接的若しく

は積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

（６）奈良県が発注する物品購入等の契約に係る下請契約又は資材、原材料の購入契約等の契約（以下

「下請契約等」という。）に当たって、その相手方が上記（１）～（５）のいずれかに該当する

ことを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

（７）奈良県が発注する物品購入等の契約に係る下請契約等に当たって、上記（１）～（５）のいずれ

かに該当する者をその相手方としていた場合（上記（６）に該当する場合を除く。）において、

県が当該契約等の解除を求めたにも関わらず、これに従わなかったとき。 

（８）奈良県が発注する物品購入等の契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当介入を受け

たにもかかわらず、遅滞なくその旨を県に報告せず、又は警察に届け出なかったとき。 

 

12 契約の解除 

契約締結後、契約の相手方が 11（１）～（８）のいずれかに該当すると認められる場合、企画提案

書など提出書類に虚偽の記載が明らかとなった場合、正当な理由なく一定期間業務を履行しない場合

は、契約を解除することがある。また、契約を解除した場合は、契約の相手方に損害賠償義務が生じ

る。 

【参考】企画提案公募スケジュール 

時  期 内  容 

令和５年 ９月１１日（月） 公告 

令和５年 ９月２５日（月） 質問受け付け〆切 

令和５年 ９月２８日（木） 参加表明書提出期限 

令和５年１０月 ４日（水） 企画提案書提出〆切 

令和５年１０月上旬頃 

 

審査会の開催（予定） 

受託予定者の決定（予定） 

 


